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第２章 子どもと子育て家庭を取り巻く現状 
 

１ 伊達市の人口動態                             

 

（１）総人口及び年少人口の推移 

本市の総人口は、2010 年（平成 22 年）から現在に至るまで減少に歯止めがかからず、年少人

口（15 歳未満）についても、2005 年（平成 17 年）に 4,615 人だったものが、2023 年（令和５年）

には、3,028 人となり、総人口に対する割合は 12.5％から 9.5％と減少している。 

 

【グラフ 2-1】■本市の総人口及び年少人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【表 2-1】■総人口に占める年少人口割合の推移 

（人、％） 

年齢 2005 年 2010 年 2015 年 2020 年 2023 年 

総人口 37,066 36,278 34,995 32,826 31,964 

年少人口（15 歳未満） 4,615 4,276 3,966 3,355 3,028 

 割合 12.5 11.8 11.3 10.2 9.5 
資料：2005 年（平成 17 年）～2020 年（令和２年）は国勢調査、 

2023 年（令和５年）は住民基本台帳人口（各年 10 月１日） 
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（２）年齢３区分別人口の推移 

第２期計画期間の本市の年齢３区分別人口について推移をみると、年少人口（15 歳未満）と生

産年齢人口（15～64 歳）及び老年人口（65 歳以上）は、いずれも減少している。 

総人口に占める割合は、年少人口と生産年齢人口が減少傾向であることに対し、老年人口は

37.3％から 38.9％まで増加している。 

 

【グラフ 2-2】■年齢３区分別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【グラフ 2-3】■総人口に占める年齢 3 区分人口の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳人口（各年４月１日） 
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（３）小学生以下人口の推移 

第２期計画期間の本市の小学生以下の人口推移は、2020 年（令和２年）の 2,606 人が 2024 年

（令和６年）には 2,201 人と、およそ 400 人減少している。 

 

【グラフ 2-4】■小学生以下人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【表 2-2】■小学生以下人口の推移 

（人） 

年齢 2020 年 2021 年 2022 年 2023 年 2024 年 

0 歳 174 159 139 160 126 

1～2 歳 347 345 326 307 302 

3～5 歳 620 601 525 528 511 

就学前 計 1,141 1,105 990 995 939 

低学年 689 670 684 625 592 

高学年 776 739 700 700 670 

小学生 計 1,465 1,409 1,384 1,325 1,262 

計 2,606 2.514 2,374 2,320 2,201 

資料：住民基本台帳人口（各年４月１日） 
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（４）出生数・出生率の推移 

過去５年間の出生数は、2023 年（令和５年）は増加しているものの、減少傾向となっている。 

人口 1,000 人当たりの出生数を示す本市の出生率と全国・北海道の出生率を比較すると、本市

はすべての年で下回る状況で推移している。 

 

【グラフ 2-5】■本市の出生数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【グラフ 2-6】■全国・北海道との比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳人口動態（各年１月１日～12 月 31 日） 
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２ 子育て環境の状況                             

 

（１）世帯構成比の状況 

2020 年（令和２年）の国勢調査では、本市の世帯類型の構成比は、単独世帯が 36.1％、核家族

世帯が 58.1％、三世代世帯が 2.6％、その他の世帯が 3.2％となっており、2015 年（平成 27 年）

と比較すると単独世帯の構成比が高まる一方、核家族世帯と三世代世帯が減少している。また、

一般世帯に占める単独世帯の構成比は全国・北海道よりも低く、核家族世帯の構成比が高くなっ

ている。 

 

【グラフ 2-7】■本市及び全国・北海道の世帯構成比の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【表 2-3】■本市の世帯構成比の割合 

 
 

2010年 2015年 2020年 

世帯数 構成比 世帯数 構成比 世帯数 構成比 

単独世帯 4,706 30.9% 4,857 32.5% 5,327 36.1% 

核家族世帯 9,190 60.4% 9,012 60.3% 8,567 58.1% 

 夫婦のみ 4,324 - 4,279 - 4,167 - 

 夫婦と未婚の子 3,513 - 3,318 - 3,026 - 

 ひとり親と未婚の子 1,353 - 1,415 - 1,374 - 

三世代世帯 718 4.7% 569 3.8% 383 2.6% 

その他の世帯 613 4.0% 515 3.4% 469 3.2% 

一般世帯 計 15,227 100.0% 14,953 100.0% 14,746 100.0% 

資料：国勢調査（各年 10 月１日） 

※上表の世帯類型は下記の通り 

世 帯 
一般世帯 

単独世帯 

親族のみの世帯 
核家族世帯 
三世代世帯 

その他の世帯 
施設等の世帯 
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（２）６歳未満の親族のいる世帯の状況 

本市の６歳未満の親族のいる世帯数は、2005 年（平成 17 年）に 1,205 世帯であったが、2020

年（令和２年）には 847 世帯と減少している。また、一般世帯に占める割合も、2005 年（平成 17

年）に 8.4％だったものが 2020 年（令和２年）には 5.7％と減少している。 

 

【グラフ 2-8】■６歳未満の親族のいる世帯の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【表 2-4】■一般世帯に占める割合 

 2005 年 2010 年 2015 年 2020 年 

６歳未満の親族のいる世帯数 世帯 1,205 1,167 1,043 847 

一般世帯に占める割合 ％ 8.4 7.7 7.0 5.7 

資料：国勢調査（各年 10 月１日） 
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（３）女性の就業状況 

2020 年（令和２年）の国勢調査における年齢別の女性の就業率は、20 歳～59 歳の年齢層にお

いて 35 歳～39 歳の年齢層を除き７割を超え、2015 年（平成 27 年）をほぼ上回る結果となってい

る。 

また、女性の就業率は、かつて出産・育児期に当たる 20 歳代後半から 30 歳代の年齢層の就業

率が下がり、М字カーブを描く傾向がみられていた。2015 年（平成 27 年）の国勢調査では、こ

の傾向が薄くなっていたが、2020 年（令和２年）の国勢調査でも、この傾向が続いており、働き

続ける女性が多いことが推察される。 

2020 年（令和２年）の国勢調査において、就業している女性の割合を全国・北海道と比較する

と、20 歳未満と 65 歳以上を除くすべての年齢層において全国・北海道を上回っている。 

 

【グラフ 2-9】■本市の女性の就業率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【グラフ 2-10】■2020 年の女性就業率（本市、全国、北海道） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（各年 10 月１日） 
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（４）子どものいる世帯の就業状況 

2020 年（令和２年）の国勢調査によれば、本市の末子が６歳未満の一般世帯における共働き率

は 61.8％、末子が６～12 歳未満の世帯における共働き率は 85.6％となっており、特に全国・北

海道の値と比較して末子が６～12 歳未満の世帯で高い水準となっている。 

また、2015 年（平成 27 年）の国勢調査と比較すると、末子が６歳未満の世帯で 9.0 ポイント増、

末子が６～12 歳未満の世帯で 6.4 ポイント増となっており、末子が小学生以下の子どものいる世

帯における共働き家庭の割合が高くなっている。 

 

【グラフ 2-11】■全国・北海道との比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【表 2-5】■世帯構成と就業状況別の割合 

  2010年 2015年 2020年 

  
  

共働き

世帯数 
共働き率 

共働き 

世帯数 
共働き率 

共働き

世帯数 
共働き率 

北海道 

共働き率 

全国 

共働き率 

末子が 

６歳 

未満世帯 

一般世帯 454 44.0% 488 52.8% 427 61.8% 59.0% 62.7% 

 核家族世帯 390 42.1% 448 52.0% 409 61.4% 58.5% 61.9% 

 三世代世帯 64 61.0% 40 63.5% 18 72.0% 69.5% 70.7% 

末子が 

６～12 歳 

未満世帯 

一般世帯 503 72.0% 527 79.2% 488 85.6% 77.0% 77.5% 

 核家族世帯 448 71.9% 478 78.9% 454 85.5% 76.4% 76.6% 

 三世代世帯 55 72.4% 49 81.7% 34 87.2% 85.8% 85.0% 

資料：国勢調査（各年 10 月１日） 
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３ ニーズ調査結果からみた子育て環境                     

 

（１）子どもをみてもらえる親族・知人の存在 

ニーズ調査による回答は、「日常的に祖父母等の親族にみてもらえる」、「緊急時もしくは用

事の際には祖父母等の親族にみてもらえる」を合計すると、全体の８割程度となっており、就学

前児童保護者については、「日常的に」みてもらえる割合は３割弱であるが、「緊急時もしくは

用事の際に」みてもらえる割合は６割程度であった。 

一方で、就学前児童保護者の 14.9％、小学生保護者の 20.0％、中学生保護者の 17.4％、高校

生保護者の 24.1％が「いずれもいない」としており、回答の２割程度を占める結果となった。 

 

 

【グラフ 2-12】■就学前及び学齢別の子どもをみてもらえる割合の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※グラフの「ｎ」は集計対象者 
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（２）保護者の就労状況 

 ①母親の就労状況 

母親の就労状況のうちフルタイム就労の割合は、就学前児童保護者の 49.1％、小学生保護者の

45.7％、中学生保護者の 51.2％、高校生保護者の 48.1％であった。また、パート・アルバイト就

労の割合は、就学前児童保護者の 36.0％、小学生保護者の 31.4％、中学生保護者の 34.9％、高

校生保護者の 35.4％であった。 

就学前児童保護者及びすべての学校区分の保護者においてフルタイムでの就労割合がパート・

アルバイト等の就労割合を上回っている。 

フルタイムとパート・アルバイト等での就労割合をあわせると、就学前児童保護者の 85.1％、

小学生保護者の 77.1％、中学生保護者の 86.1％、高校生保護者の 83.5％を占め、８割程度の母

親が就労している状況となっていた。 

 

【グラフ 2-13】■就学前及び学齢別の母親の就労状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※グラフの「ｎ」は集計対象者 
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②父親の就労状況 

父親の就労状況については、就学前児童保護者の 82.0％、小学生保護者の 79.5％、中学生保護

者の 72.1％、高校生保護者の 81.0％であり、無回答を除くと８割以上の父親がフルタイムでの就

労形態であった。また、今回のニーズ調査において、育児・介護等休業中の父親は、就学前児童

保護者で 0.9％、小学生保護者で 0.6％であった。 

 

【グラフ 2-14】■就学前及び学齢別の父親の就労状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※グラフの「ｎ」は集計対象者 
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（３）育児休業の取得状況 

育児休業の取得状況については、母親の 60.1％、父親の 9.2％が育児休業を取得しており、 

取得していない状況については、母親が 16.2％、父親が 72.4％との結果であった。 

また、育児休業を取得した母親及び父親のうち、職場に復帰した割合は、母親が 73.0％、父親

が 71.4％であり、育児休業中に離職した割合は、母親で 7.3％、父親で 4.8％であった。 

 

【グラフ 2-15】■母親及び父親の育児休業の取得状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【グラフ 2-16】■育児休業取得後の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※グラフの「ｎ」は集計対象者 
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（４）ひとり親家庭・共働き家庭の状況 

国の「市町村子ども・子育て支援事業計画における『量の見込み』算出等の手引き」（以下「国

の手引き」という。）では、父母の有無や現在の就労状況などを類型化した「家庭類型」を求め、

潜在的な家庭類型ごとに、就学前の教育・保育や子ども・子育て支援事業のニーズ量を求めるこ

とが示されている。 

ニーズ調査によるひとり親家庭の状況としては、表２－６のとおりである。 

潜在的な家庭類型は、現在パートタイムの方の「フルタイムへの転換希望があり、実現できる

見込みがある」、現在就労していない方の「すぐにでも、もしくは１年以内に就労したい」が実

現した場合を踏まえた分類となり、結果は表２－７のとおりである。 

現在の家庭類型では、「ひとり親家庭」が 11.0％、「共働き家庭（タイプ B～F）」が 77.1％、

専業主婦（夫）家庭が 11.1％、夫婦ともに無職が 0.8％となっている。 

潜在的な家庭類型では、「共働き家庭（タイプ B～F）」が 79.2％、専業主婦（夫）家庭が 9.0％

と推計され、ニーズ調査時点で専業主婦（夫）家庭のうち、２％程度は共働き家庭となることが

予想される。 

また、１歳児及び２歳児がいる家庭における家庭類型は表２－８、表２－９のとおりであり、 

現在の家庭類型と潜在的な家庭類型に差は生じていない結果であった。 

 

【表 2-6】■配偶者の有無の状況 

 回答数 割合 

配偶者がいる 511 90.0 

配偶者はいない 55 9.7 

無回答 2 0.3 

合計 568 100.0 

 

【表 2-7】■家庭類型の状況 

  
家庭類型 

現在の家庭類型 潜在的な家庭類型 

  人数 割合（％） 人数 割合（％） 

ひとり親家庭 タイプA 55 11.0 55 11.0 

 フルタイム×フルタイム タイプB 227 45.3 239 47.7 

 フルタイム×パートタイム タイプC 43 8.6 41 8.2 

両親が フルタイム×パートタイム タイプD 114 22.8 115 22.9 

いる家庭 パートタイム×パートタイム タイプE 1 0.2 1 0.2 

 パートタイム×パートタイム タイプF 1 0.2 1 0.2 

 専業主婦（夫）家庭 タイプG 56 11.1 45 9.0 

 無職×無職 タイプH 4 0.8 4 0.8 

合計 501 100.0 501 100.0 

※合計は、就労状況・就労時間に関して無回答であったものを除く 
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【表 2-8】■１歳児がいる家庭の就労状況 

  
家庭類型 

現在の家庭類型 潜在的な家庭類型 

  人数 割合（％） 人数 割合（％） 

ひとり親家庭 タイプA 0 0.0 0 0.0 

 フルタイム×フルタイム タイプB 9 60.0 9 60.0 

 フルタイム×パートタイム タイプC 3 20.0 3 20.0 

両親が フルタイム×パートタイム タイプD 3 20.0 3 20.0 

いる家庭 パートタイム×パートタイム タイプE 0 0.0 0 0.0 

 パートタイム×パートタイム タイプF 0 0.0 0 0.0 

 専業主婦（夫）家庭 タイプG 0 0.0 0 0.0 

 無職×無職 タイプH 0 0.0 0 0.0 

合計 15 100.0 15 100.0 

※合計は、就労状況・就労時間に関して無回答であったものを除く 

 

【表 2-9】■２歳児がいる家庭の就労状況 

  
家庭類型 

現在の家庭類型 潜在的な家庭類型 

  人数 割合（％） 人数 割合（％） 

ひとり親家庭 タイプA 3 11.1 3 11.1 

 フルタイム×フルタイム タイプB 15 55.6 15 55.6 

 フルタイム×パートタイム タイプC 3 11.1 3 11.1 

両親が フルタイム×パートタイム タイプD 6 22.2 6 22.2 

いる家庭 パートタイム×パートタイム タイプE 0 0.0 0 0.0 

 パートタイム×パートタイム タイプF 0 0.0 0 0.0 

 専業主婦（夫）家庭 タイプG 0 0.0 0 0.0 

 無職×無職 タイプH 0 0.0 0 0.0 

合計 27 100.0 27 100.0 

※合計は、就労状況・就労時間に関して無回答であったものを除く 
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（５）子育てのしやすさや満足度 

①子育てがしやすいまちと感じる割合 

環境や支援への満足度については、「子育てしやすいと感じる」「どちらかといえば子育てし

やすいと感じる」と回答した割合は、就学前児童保護者では 44.3％、高校生保護者では 43.1％と

なっている。しかし、小学生保護者では 32.6％、中学生保護者では 33.8％となっており、保護者

の満足度は就学前児童保護者及び高校生保護者と比較して低くなっている。 

一方、「どちらかというと子育てしやすいと感じない」「子育てしやすいと感じない」という

回答は、就学前児童保護者では 45.6％、小学生保護者では 57.2％、中学生保護者では 52.3％、

高校生保護者では 32.9％と、高校生保護者を除くいずれの年代の保護者も子育てしやすいと感じ

る割合を上回っている結果となっている。 

 

【グラフ 2-17】■就学前及び学齢別の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【表 2-10】 

「子育てしやすいと感じる」理由 「子育てしにくいと感じる」理由 

○治安がよい 
○自然が多い 
○子育て支援センターが助かる 
○頼れる人が近くにいる（親族、友人など） 
○必要な施設（病院、スーパーなど）が集約 

されている 
○特に不満がない 

○医療費が高い 
○子どもや妊婦が受診できる医療機関が充実 

していない 
○他の市町村と比べると子育て支援が少ないと

感じる 
○子どもの遊べる施設が少ない 
○交通が不便 
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②子育て環境や支援の満足度  

環境や支援への満足度については、「満足度が非常に高い」「満足度が高い」と回答した割合

は、就学前児童保護者では 13.6％となっている。しかし、小学生保護者では 10.3％、中学生保護

者では 9.3％、高校生保護者では 11.4％と、いずれも１割前後となっており、保護者の満足度は

就学前児童保護者と比較して低くなっている。 

一方、「満足度が低い」「満足度が非常に低い」という回答は、就学前児童保護者では 29.4％、

小学生保護者では 36.5％、中学生保護者では 37.2％・高校生保護者では 36.7％と、すべての年

代における保護者のうち３割前後が不満を感じている結果となっている。 

 

【グラフ 2-18】■就学前及び学齢別の割合 
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（６）子育てのために充実してほしいと考える市の施策 

子育てのために充実して欲しい施策としては、小学生保護者では、「子育てのための経済的支

援の充実」が 70.3％、「子どもたちの遊び場や機会の充実」が 56.6％と高い割合となっている。 

また、中学生保護者、高校生保護者でも「子育てのための経済的支援の充実」が最も高く、中

学生保護者で 74.4％、高校生保護者で 54.4％となっている。 

 

【グラフ 2-19】■学齢別の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※グラフの「ｎ」は集計対象者 


